
１．養殖業振興予算

No. 内　　　容

● 養殖業成長産業化推進事業

養殖業の成長産業化に向けた総合戦略と一体となった関係者の取組を支援するとともに、養殖業の成長産業化を達成す
るために必要な、餌、種苗に関するボトルネックの克服に向けた技術開発・調査を実施。

● 漁業構造改革総合対策事業のうち先端的養殖モデル等への重点支援事業

国内外の需要を見据えた養殖業の成長産業化を実現するため、大規模沖合養殖システムの導入等による収益性向上のた
めの実証等の取組を支援。

● 養殖業体質強化緊急総合対策事業

配合飼料の主原料である魚粉の国産化等に対する取組、天然由来の種苗から人工種苗への転換に対する取組、養殖コス
トの低減に資する取組を支援。

● スマート水産業推進事業のうちスマート水産業普及推進事業、スマート水産業推進緊急事業のうちスマー
ト水産業普及推進事業

漁業・養殖業の生産性向上のため、生産者がスマート機械を導入・利用する取組等を支援。

２．漁場環境対策

No. 内　　　容

● 豊かな漁場環境推進事業

海域ごとの赤潮・貧酸素水塊や栄養塩類不足による漁業被害への対策技術の開発・実証・高度化を実施。

令和７年度　ノリ養殖関連予算の概要

令和７年度予算額
（　）は令和６年度予算額

1 295 百万円 （ 296 百万円 ）

令和７年度予算額
（　）は令和６年度予算額

5 138 百万円
の内数

（ 151 百万円
の内数

）

2
1,189 百万円

の内数
（ 1,103 百万円

の内数
）

3

4
百万円
の内数

653 611( 百万円
の内数

)

〔令和６年度補正予算額 7,000百万円の内数〕

〔令和６年度補正予算額 1,612百万円〕

〔令和６年度補正予算額 598百万円の内数〕
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３．地域活性化対策

No. 内　　　容

● 浜の活力再生・成長促進交付金、水産業競争力強化緊急施設整備事業

漁業所得の向上を目指す漁業者による共同利用施設の整備、地域一体でのデジタル技術の活用、密漁防止対策、海業
推進等の取組を支援。

● 競争力強化型機器等導入緊急対策事業

　生産性の向上、省力・省コスト化に資する漁業用機器等の導入を支援。

● 水産業成長産業化沿岸地域創出事業

　浜の構造改革に必要な漁船・漁具等のリース方式による導入を支援。

４．漁業金融・漁協経営対策

No. 内　　　容

● 水産金融総合対策事業

経営改善を目指す経営改善漁業者等に対し、利子助成、無担保・無保証人化及び保証料助成措置等の金融支援を集中
的に実施。

● 漁協経営基盤強化対策支援事業

漁協が経営基盤の強化を図るために行う広域合併や事業連携又は民間企業との連携による海業等の取組及び不漁等に
よる経営悪化に対応するための計画実施に必要な資金の調達を支援。

令和７年度予算額
（　）は令和６年度予算額

令和7年度予算額
（　）は令和6年度予算額

10 282 百万円 （ 255 百万円

9 655 百万円 （ 810 百万円 ）

）

百万円 （ 1,952 百万円
6

1,952 ）

8 2,950 百万円 （ 2,950 百万円 ）

7 〔令和６年度補正予算額 2,000百万円〕

〔令和６年度補正予算額 4,500百万円〕
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５．漁業経営安定対策

No. 内　　　容

● 漁業収入安定対策事業

計画的に資源管理・漁場改善に取り組む漁業者を対象に、漁獲変動等に伴う減収を補塡。

● 漁業経営セーフティーネット構築事業

漁業者・養殖業者と国の拠出により、燃油・配合飼料価格がそれぞれ一定の基準以上に上昇した場合に補塡金を交付。

６．水産物の加工・流通・輸出対策

No. 内　　　容

● 水産加工連携プラン支援事業

水産加工・流通が直面する原材料不足や人手不足、経営力向上といった喫緊の課題に対応して水産物を持続的かつ安定
的に供給していくため、サプライチェーン上の関係者が一体となった課題解決のための取組を支援。

● 水産エコラベル認証取得支援事業

資源管理や環境配慮への取組を証明する水産エコラベル認証の取得を促進する取組を支援。
14

）

）

令和７年度予算額
（　）は令和６年度予算額

11 15,995 百万円 （

令和７年度予算額
（　）は令和６年度予算額

13 582
百万円
の内数

（ 556 百万円

12 850 百万円 （ 1,822 百万円

20,186 百万円 ）

〔令和６年度補正予算額 22,500百万円〕

〔令和６年度補正予算額 32,145百万円〕

〔令和６年度補正予算額 50百万円〕
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７．水産基盤の整備

No. 内　　　容

● 水産基盤整備事業〔公共〕

拠点漁港の流通機能強化や養殖拠点の整備、藻場・干潟の保全・創造、漁港施設の強靱化・長寿命化対策、漁港利用促
進のための対策等を実施。

● 漁港機能増進事業、水産業競争力強化漁港機能増進事業

流通や養殖機能の強化に資する施設の整備等を支援。
16 150 百万円 （ 450 百万円 ）

令和７年度予算額
（　）は令和６年度予算額

15 73,091 百万円 （ 72,976 百万円 ）

〔令和６年度補正予算額 32,000百万円〕

〔令和６年度補正予算額 500百万円〕
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ノリ養殖業体質強化に向けた⽀援の事例

 「浜の活⼒再⽣プラン（浜プラン、広域浜プラン）※」に基づく⽣産性向上や省⼒・
省コスト化に資する漁業⽤機器等の導⼊及び共同施設の整備を⽀援。

○共同加⼯施設の整備

○共同⾼性能刈取船の整備

⽣産性の向上、省⼒・省コスト化に資する
機器等を⽀援

共同施設等の整備 機器等の導⼊

乾燥機

⾃動選別機ノリ結束機

⽔産業競争⼒強化緊急事業（令和５年度補正予算）の事例

ノリ共同加⼯施設

⾼性能刈取船

※浜の活⼒再⽣プラン︓漁業者の所得向上を通じた漁村地域の活性化
を⽬指し、地域⽔産業再⽣委員会（漁業者、市町村、漁協等で構成）
が中⼼となって策定する計画
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．国産飼料原料転換対策事業
国産飼料原料転換のため、国産魚や、国内で出た加工残渣等を原料とした魚

粉の供給体制の構築に必要な経費を支援します。

２．国産人工種苗転換対策事業
① 人工種苗普及促進に対する支援

人工種苗の普及を推進するため、国内の人工種苗生産施設、中間育成施設の
強化に必要な経費を支援します。

② 優れた人工種苗の開発促進に対する支援
養殖業の生産性向上に必要な人工種苗生産技術の開発や優れた性質を有する
種苗の開発の促進に必要な経費を支援します。

３．養殖コスト低減対策事業
協業化に取り組む養殖業者等に対し、飼料の統一購入、ワクチン・薬浴剤の共

同購入費、生産性向上に資する機器及び環境変化への対応のために行う養殖対
象種・手法の転換や養殖種類の多角化の取組に資する資機材の共同購入費等
に必要な経費を支援します。

養殖業体質強化緊急総合対策事業

＜対策のポイント＞
飼料原料価格の高騰や天然種苗の不漁などの新たなリスクの下でも持続的に養殖生産を行うことができるよう、国産飼料原料への転換に対する取組、天然
由来の種苗から人工種苗への転換に対する取組、生産コストの低減に資する取組を支援します。

＜事業目標＞
戦略的養殖品目の生産量の増加（409千t［平成30年度］ → 620千t［令和12年度まで］ ）

＜事業の流れ＞

国

［お問い合わせ先］ (２②の事業以外）水産庁栽培養殖課（03-3502-0895）

【令和６年度補正予算額 1,612百万円】

１．国産飼料原料転換対策事業

民間団体等
（一般社団法人、

NPO法人等を含む）

定額 民間団体等
（都道府県、大
学等を含む）

1/2

２．国産人工種苗転換対策事業
国産魚粉国産魚・加工残渣

・ 国産魚、国内で出た加工残渣等を原料とした国
産魚粉の供給体制構築に必要な機器整備

・ ブリ、カンパチ等の人工種苗を生産する施設の
機能を強化
・ 人工種苗生産技術の開発や、高成長といった
優れた性質を有する種苗の開発を促進

優良種苗の開発
人工種苗生産施設

３．養殖コスト低減対策事業

協業化によるコスト削減

飼料の統一購入、ワクチン・薬浴剤の共同購入等

「高成長」

「耐病性」

交付(定額)

（国研）水産研究・
教育機構

（２②の事業）

（１、２①、３の
事業）

・ 飼料の統一購入、ワクチン・薬浴剤等の共同購入
・ 環境変化への対応の為に行う養殖対象種・手法の転換等

沈下式生け簀

環境変化への対応
（養殖対象種、手法の転換）

一般的な生け簀

（２②の事業） 研究指導課（03-6744-2370）8
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スマート水産業推進緊急事業

＜対策のポイント＞
漁獲情報の電子的な収集体制の強化等に対応したシステムの整備や生産性の向上のためスマート化をリードする人材の育成、機械導入支援を進めます。

また、水産流通適正化制度の円滑な実施を推進するため、適法採捕証明書等の電子的な申請・発給を可能とするためのシステム導入や漁協等が行う流通
管理・伝達の電子化・効率化等に向けたシステム改修を支援します。また、クロマグロ遊漁の管理の高度化や遊漁船業の安全性を向上するため、既存の報
告システムの機能強化や海事行政DXの推進に取り組みます。
＜事業目標＞
○ 漁獲情報等を収集し、資源管理、評価等に活用する体制を確立（39都道府県［令和７年度まで］）
○ 新たな資源管理の推進による漁獲量の回復（漁獲量444万t［令和12年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．スマート水産業情報システム構築推進事業

漁獲情報等の電子的な収集体制の強化と資源管理・評価の高度化に対応し

たシステムの改修を行うとともにシステムの最適化に取り組みます。

２．スマート水産業普及推進事業

 地域におけるスマート化の取組をリードする伴走者の育成支援及び、伴走者の

サポートの下で生産者がスマート機械を導入・利用する取組の支援を行い、その

成果や知見を全国に伝播していくことで、スマート水産業の普及を推進します。

３．水産流通適正化制度における電子化調査推進事業

 水産流通適正化制度に基づき政府が発行する適法採捕証明書等（EU等

向けの漁獲証明書等も含む。）の電子的な申請・発給を可能とするためのシス

テム開発を行います。

４．特別管理特定水産資源等の漁獲・流通に係る効率化等推進対策

 太平洋クロマグロ等の漁協等が行う地域における流通管理・伝達の電子化・

効率化等に向けたシステム改修を支援します。

５．遊漁情報システム強化緊急事業

クロマグロ遊漁について採捕報告の正確性の確保など管理の高度化を図るた

め、報告システムの改修を実施します。また、遊漁船業の安全性向上を図るため、

海事行政DXと連携する遊漁船情報データベースの開発・設計を行います。

＜事業の流れ＞

【令和６年度補正予算額 598百万円】

［お問い合わせ先］ (1,2の事業) 水産庁研究指導課 (03-6744-0205）
(３の事業) 加工流通課 (03-6744-2511）

 (４の事業)  加工流通課 (03-6744-2519) 栽培養殖課 (03-3502-8489）
(５の事業) 管理調整課 (03-3502-7768）

＜目的＞資源評価・資源管理の高度化
資源評価の精度向上、適切な数量管理の実現、
資源管理の徹底

①スマート水産業情報システム構築推
進事業
・知事許可、大臣許可漁業の漁獲情報
・TAC管理・IQ管理、許可情報
・かつお・まぐろ等国際資源の漁獲情報

③水産流通適正化制度における電子
化調査推進事業
・適法採捕証明書等の電子的な申請・発行

④特別管理特定水産資源等の漁獲・
流通に係る効率化等推進対策
・太平洋クロマグロの資源管理の強化の推進
・うなぎ稚魚流通の一元的管理体制を構築

⑤遊漁情報システム強化緊急事業
・クロマグロ遊漁の採捕報告の正確性確保等
・遊漁船に係る情報のデータベースの開発・設計

水産資源の持続的利用のための取組 水産業の成長産業化に向けた取組

①スマート水産業情報システム構築推
進事業
・漁業者に海洋環境情報等を提供すること等によ
り、水産業の成長産業化を下支え

②スマート水産業普及推進事業
・生産現場でのスマート化の取組を全国に広げてい
くことで、水産業の成長産業化を推進

スマート水産業の推進

請負・委託・定額

国
民間団体等

定額
デジタル化推
進協議会等 生産者

定額 （２の事業）1/2等

民間団体等
（１、３、４、５の事業）

＜目的＞漁業・養殖業の生産性向上
勘と経験に基づく漁業からの脱却、スマート水産
技術の生産現場への展開、データの利活用

スマート水産業推進事業
漁獲情報等を収集・管理する機能等を持つシステムの一体的な整備、運用等や

人材育成・機械導入支援を実施します。

うちデジタル庁計上 336百万円
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 7,000百万円

中核的漁業者へのリース方式による漁船等の導入を支援します。
２．競争力強化型機器等導入緊急対策事業 2,000百万円

生産性の向上や省力・省コスト化、養殖業への転換等に必要な機器等の導入を
支援します。また、遊漁船の安全性向上に資する機器等の導入を支援します。

３．水産業競争力強化緊急施設整備事業 4,500百万円
競争力強化のために必要となる共同利用施設の整備等を支援します。

４．広域浜プラン緊急対策事業 1,000百万円
漁協の経営・事業改善の取組等を促進するための意欲ある漁業者の収益力向

上・コスト削減等の実証的取組を支援するとともに、安定的な操業に必要なクロマグ
ロの混獲回避活動を支援します。

５．水産業競争力強化金融支援事業 197百万円
漁船の建造・取得・改修、漁業用機器等の導入を図る漁業者等が借り入れる資

金について、無利子・無担保・無保証人等での融資が可能となるよう支援します。
６．水産業競争力強化漁港機能増進事業 500百万円

漁港の機能を増進し、競争力のある生産・流通体制を構築するために必要とな
る漁港施設等の整備を支援します。

７．漁業構造改革総合対策事業 7,000百万円
長期的不漁や燃油削減に対応するための多目的漁船の導入等新たな操業・生

産体制への転換、マーケットイン型養殖業等の実証の取組を支援します。

 中核的漁業者を認定し、漁船等の導入促進
 生産性の向上、省力・省コスト化等に資する漁業用機器等の導入促進
 漁業収益力強化等に資する水産業共同利用施設等の整備を推進
 収益力向上・コスト削減等の実証的取組への支援を通じた漁協の経営・事業改善
の取組の促進及び安定的な操業に必要なクロマグロの混獲回避活動への支援

広域な漁村地域が連携して取り組む浜の機能再編や中核的漁業者の育成、
漁船漁業の構造改革を推進し、あわせて漁協の経営・事業改善の取組を促進

水産業競争力強化緊急事業
【令和６年度補正予算額  22,197百万円】

＜対策のポイント＞
意欲ある漁業者が将来にわたり希望を持って漁業経営に取り組むことができるよう、「広域浜プラン」等に基づくリース方式による漁船導入や漁業収益力強化
等に資する水産業共同利用施設等の整備、生産性向上や省力・省コスト化に資する漁業用機器等の導入、漁港施設の整備等を支援することにより、持続
可能な収益性の高い操業体制への転換を推進するとともに、浜の活性化を主導すべき漁協の経営・事業改善の取組を促進します。

＜事業目標＞
１経営体当たりの生産額の向上（10％以上［令和11年度まで］）

［お問い合わせ先］水産庁研究指導課 （03-3502-8482）

広域浜プラン（浜の活力再生広域プラン・漁船漁業構造改革広域プラン）

＜  広域浜プランに基づき以下を実施 ＞

水産業の体質強化を図り持続可能な操業体制への転換を推進
＜ 導入例 ＞

水産加工処理施設

漁船

＜実証的取組例＞

＜事業の流れ＞
民間団体等

市町村・漁協等

定額、1/2等
（１、２、４、５、７の事業）

（３、６の事業）
国 1/2等

都道府県
1/2等

機器等（省エネ型エンジン）
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グローバル産地生産流通基盤強化緊急対策のうち
水産エコラベル認証取得支援事業

＜対策のポイント＞
水産資源の持続的利用に対する国際的な関心の高まりへの対応や水産物輸出の増加等を図るため、資源管理や環境配慮への取組を証明する水産エコラ
ベル認証の取得を促進する取組を支援します。

＜事業目標＞
○ 農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）
○ 国内における水産エコラベルの認証取得数の拡大（水産物全体で2023年度末から1.5倍［2030年度末まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．輸出先国における水産エコラベル認証の普及度等の調査・分析
輸出事業者による水産エコラベル認証取得を戦略的・効率的に促進するため、輸出
先国における認証制度の普及や個々の認証制度の認知度等の調査・分析に対して支
援します。

２．水産エコラベル認証の取得促進に係る取組の支援
 国際基準の水産エコラベル認証の取得を希望する事業者に対してコンサルティングを
行い、審査の事前準備となる取組状況の確認、申請書作成等を支援します。

＜事業の流れ＞

国
定額

民間団体等
（協議会、グループ等を含む）

コンサルティングの実施

水産及び規格・認証に関する専門的知見、経験等を有する者が、
認証取得を希望する漁業者、養殖業者、流通加工業者等を指導

事前準備 審査 維持等

認
証
取
得
の
検
討

【水産エコラベル認証取得の流れ】

コンサルティングを実施

【令和６年度補正予算額 50百万円】

［お問い合わせ先］水産庁加工流通課（03-6744-2350）

MEL（マリン・エコラベル・ジャパン協議会） MSC（海洋管理協議会）

【水産エコラベルが貼付された商品の例】

水産エコラベル認証の普及度等の調査・分析

輸出先国や取引業者、輸出魚種及びその製品形態ごとに、どの認
証の取得がより効率的なのかを分析し、輸出を目指す事業者に提示。

（
是
正
措
置

取
組
状
況
の
確
認
）

認
証
申
請
の
準
備

審
査

認
証
の
判
定

認
証
登
録

証
明
書
の
発
行

認
証
終
了

更
新
審
査

年
次
審
査
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 7,000百万円

中核的漁業者へのリース方式による漁船等の導入を支援します。
２．競争力強化型機器等導入緊急対策事業 2,000百万円

生産性の向上や省力・省コスト化、養殖業への転換等に必要な機器等の導入を
支援します。また、遊漁船の安全性向上に資する機器等の導入を支援します。

３．水産業競争力強化緊急施設整備事業 4,500百万円
競争力強化のために必要となる共同利用施設の整備等を支援します。

４．広域浜プラン緊急対策事業 1,000百万円
漁協の経営・事業改善の取組等を促進するための意欲ある漁業者の収益力向

上・コスト削減等の実証的取組を支援するとともに、安定的な操業に必要なクロマグ
ロの混獲回避活動を支援します。

５．水産業競争力強化金融支援事業 197百万円
漁船の建造・取得・改修、漁業用機器等の導入を図る漁業者等が借り入れる資

金について、無利子・無担保・無保証人等での融資が可能となるよう支援します。
６．水産業競争力強化漁港機能増進事業 500百万円

漁港の機能を増進し、競争力のある生産・流通体制を構築するために必要とな
る漁港施設等の整備を支援します。

７．漁業構造改革総合対策事業 7,000百万円
長期的不漁や燃油削減に対応するための多目的漁船の導入等新たな操業・生

産体制への転換、マーケットイン型養殖業等の実証の取組を支援します。

 中核的漁業者を認定し、漁船等の導入促進
 生産性の向上、省力・省コスト化等に資する漁業用機器等の導入促進
 漁業収益力強化等に資する水産業共同利用施設等の整備を推進
 収益力向上・コスト削減等の実証的取組への支援を通じた漁協の経営・事業改善
の取組の促進及び安定的な操業に必要なクロマグロの混獲回避活動への支援

広域な漁村地域が連携して取り組む浜の機能再編や中核的漁業者の育成、
漁船漁業の構造改革を推進し、あわせて漁協の経営・事業改善の取組を促進

水産業競争力強化緊急事業
【令和６年度補正予算額  22,197百万円】

＜対策のポイント＞
意欲ある漁業者が将来にわたり希望を持って漁業経営に取り組むことができるよう、「広域浜プラン」等に基づくリース方式による漁船導入や漁業収益力強化
等に資する水産業共同利用施設等の整備、生産性向上や省力・省コスト化に資する漁業用機器等の導入、漁港施設の整備等を支援することにより、持続
可能な収益性の高い操業体制への転換を推進するとともに、浜の活性化を主導すべき漁協の経営・事業改善の取組を促進します。

＜事業目標＞
１経営体当たりの生産額の向上（10％以上［令和11年度まで］）

［お問い合わせ先］水産庁研究指導課 （03-3502-8482）

広域浜プラン（浜の活力再生広域プラン・漁船漁業構造改革広域プラン）

＜  広域浜プランに基づき以下を実施 ＞

水産業の体質強化を図り持続可能な操業体制への転換を推進
＜ 導入例 ＞

水産加工処理施設

漁船

＜実証的取組例＞

＜事業の流れ＞
民間団体等

市町村・漁協等

定額、1/2等
（１、２、４、５、７の事業）

（３、６の事業）
国 1/2等

都道府県
1/2等

機器等（省エネ型エンジン）
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